
木造建築物を巡る歴史と現状
（建築基準法の防火規定を中心として）

１．木造建築物を巡る歴史と経緯（建築基準法の防火規定を中
心として）

２．日本建築防災協会の最近の取り組み

（一財）日本建築防災協会 専務理事 石﨑 和志
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耐震

・既存建築物の耐震診断基準・改修
設計指針の発行、講習

・被災建築物応急危険度判定マニュ
アルの発行

・建築物・住宅防災技術評価
等

防火・避難その他の災害

・特定建築物調査業務基準

・防火設備検査業務基準

・その他防火、風水害等に関する調
査業務
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１．木造建築物を巡る歴史と経緯（建築
基準法の防火規定を中心として）
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木材資源利用合理化方策（昭和30年1月21日）閣議決定
1. 方針

わが国における森林の過伐傾向は、甚しく国土の保全を危殆に頻せしめるのみならず、木材
資源の枯渇を招来することは明らかであり速かにこれが対策を樹立しなければならない。（後
略）
2. 措置
第一 木材代替資源の使用普及の促進
(1）建築不燃化の促進

イ、耐火建築の普及奨励を推進し国及び地方公共団体は率先垂範すると共にその建築費用の
低下を図るため構造部材の規格化と設計の標準化の施策を推進すること。

ロ、防火地域の拡大及び防火建築帯造成の造材につとめると共に用途規模により建築物の木
造禁止の範囲を拡大すること。

都市建築物の不燃化の促進に関する決議（昭和25年5月１日）衆議院

わが国は、年々火災のためばく大な富を喪失しているが、これは、わが国の建築物がほとん
ど木造であつて、火災に対して全く対抗力を有しないことに起因する。（後略）
三 新たに建設する官公衙等は、原則として不燃構造とすること。

建築基準法制定時の社会的背景
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建築基準法提案説明要旨

建築物の質に関する実体的な規定については、現行の市街地建築物法令の施行
の経験にかんがみ、全般的に改善を加えたが、特に最近の火災その他の災害頻発
の状況にかんがみ、防火及び防災に関する規定を極力整備した。（法制定時の提案
理由説明）

→防火地域、準防火地域以外のところでも木造の建築物はその外面を従来より一層

防火的にし、さらに全国的に公衆と密接な関係のある用途に供する特殊建築物や大
規模な木造の建築物については、防火上の制限が強化された。（法制定時の建築基
準法令解説）

建築基準法制定時の考え方

〇大規模木造建築物の高さ制限等（第21条）
木造建築物は、高さ１３ｍ、軒高９ｍ、延べ面積３０００㎡以下

〇特殊建築物の構造制限（第２７条）
劇場等→２００㎡以下、2階を病院・共同住宅等→４00㎡以下、３階を学校・病院・劇場・共

同住宅等→０㎡ 等 5



枠組壁工法の基準の制定（1974年）

1976年（昭和51年）建築審議会答申「建築生産近代化のための方策に関する答申」

（背景）

・国民の木造住宅へのニーズは根強いものがあること

・全住宅に占める木造住宅比率は低下しつつあること

・戦後に植林された森林資源が今後大量に主伐期を迎え、林業振興の観点から木材
利用促進が必要であること

→在来工法木造住宅の住宅生産の合理化、近代化を要求

1970年代の転換

・・・・木造に関する防火技術の蓄積
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1990年代の転換

日本における規制緩和、行政改革及び競争政策に関する日
本政府に対する米国政府の要望書（1996年1１月15日
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規制・制度改革に係る対処方針（平成22年６月18日 閣議決定）における決定内容

国産木材の利用促進（大規模木造建 築物に関する構造規制の見直し）

耐火構造が義務付けられる延べ面積基準及び、学校などの特殊建築物に係る 階数基準については、木材の
耐火性等に関する研究の成果等を踏まえて、必 要な見直しを行う。
平成22年度中検討 開始、結論を得次第 措置
国土交通省 実大火災実験による木造３階建ての学校の検証等を実施中。平成25年度まで検討を行った上 で、
その結果に基づき、必要な規制の見直しを行うこととしている。

公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針（平成 22 年 10 月 4 日 農林水産省、国土交通省告示第３号）

建築基準法における３階建ての木造の学校や延べ面積 3,000 平方メートルを超 える建築物に係る規制に関し、
「規制・制度改革に係る対処方針」（平成 22 年６月 18 日 閣議決定）において、「耐火構造が義務付けられる延
べ面積基準及び、学校などの特殊 建築物に係る階数基準については、木材の耐火性等に関する研究の成果
等を踏まえて、 必要な見直しを行う。＜平成 22 年度中検討開始、結論を得次第措置＞」とされている ことから、
当該規制の見直しに係る公共建築物についても、積極的に木造化を促進する ものとする。

9
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建築物への木材利用関係
（ 国 の 責 務 ）
〇自 ら 率 先 し て そ の 整 備 す る 公 共 建 築 物 に お け る 木 材 の 利 用 に 努 めな け れ ば な ら な い 。
〇建 築 物 に お け る 建 築 材 料 と し て の 木 材 の 利 用 を 促 進 す る た め 、 木 造 建 築 物 に 係 る 建
築 基 準 法 等 の 規 制 の 在 り 方 に つ い て 、 規 制 の 撤 廃 又 は 緩 和 の た め に 必 要 な 法 制 上 の
措 置 そ の 他 の 措 置 を 講 ず る 。
（ 地 方 公 共 団 体 の 責 務 ）
そ の 整 備 す る 公 共 建 築 物 に おけ る 木 材 の 利 用 に 努 め な け れ ば な ら な

脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（改正前：公
共建築物等における木材の利用の促進に関する法律） 令和3年10月1日施行

法の対象が公共建築物から建築物一般に拡大

10



11



12



公共建築物の木造率（林野庁）

令和元年度の 北海道の木造率：18.2％
最高 岩手県：29.4％ 最低：沖縄：0.6％
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■H23予備実験（平成24年2月につくば市で実施）

■H25本実験（平成25年10月に下呂市で実施）

木造建築関連基準の見直しに関する木造３階建て学校の実大火災実験(H23（2011）-H25(2013))

ラッチ

50m

防火壁

出火室

階段室

■H24準備実験（平成24年11月に下呂市で実施）

出火室

階段室

出火室

階段室

24m 12m

24m 12m

防火壁

防火壁

バルコニー・ひさし

16m

建築面積：830㎡

延べ面積：2,260㎡

構 造：1時間準耐火構造
バルコニー・庇の設置：なし
内 装：1階内部は床、壁、

天井とも木

階段室：ラッチのない防火戸を設置
防火壁：ラッチのない防火戸を設置

※建物の倒壊まで火災を継続。

建築面積：310㎡

延べ面積：850㎡

構 造： 1時間準耐火構造
バルコニー・ひさし：あり
内 装：床は木

壁及び天井は不燃材料
軸組は木材現し

階段室：ラッチを設けた防火戸を設置
防火壁：ラッチを設けた防火戸を設置

※3階への延焼後速やかに消火
(安全管理のため)。

建築面積：310㎡

延べ面積：850㎡

構 造： 1時間準耐火構造
バルコニー・ひさし：なし
内 装：床及び壁は木

天井は準不燃材料
軸組は木材現し

階段室：ラッチを設けた防火戸を設置
防火壁：ラッチを設けた防火戸を設置

※3階への延焼後も火災盛期を超えた状態まで火災を継続。

○天井の不燃化やバルコニー・ひさしの設置などの防火措置等を講じることで、区画を超えた早期の延焼を防止できることが確認された。
○防火壁を越えた延焼を防止できることが確認された。 14
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火災の進展と火災室温度の変化の様子

15出典：防火設備検査員講習テキスト１（日本建築防災協会）



16

国土技術
政策総合
研究所HP
より
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国土技術
政策総合
研究所HP
より
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魚津市立星の杜小学校（2019年）



1995年頃からオーストリアを中心として発展

→欧米で高層建築も含め活用

欧州からのCLTの導入
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2015年2月 CLT実大振動実験
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H28（2016年）
〇CLTを用いた建築物の一般
設計法
〇CLT材料の品質及び強度
〇CLT部材等の燃えしろ設計

つくばCLT実験棟の建設（２０１６年）

H25（2013年）
〇CLTの日本農林規格

※H28改定

高知おおとよ製材社員寮（2014年）
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CLTを主要躯体とするものや床・壁等の部分利用、
耐震改修要素としての活用など多様な使い方

竹中工務店HPより
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awaもくよんプロジェクト（徳島県新浜町団地県営住宅
の建替等事業）

共同住宅 4階 高さ14.1m 延べ面積１６８２㎡ 27戸
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今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方（第三次報告） 及び建築基準制度のあり方
（第四次報告）について （R4.1.20建築分科会資料より)

29

●建築物の省エネ性能の一層の向上

●CO２貯蔵に寄与する建築物における木材の利用促進

●CO2貯蔵に寄与する既存建築ストックの長寿命化
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令和4年1月18日 関係規定の整備及び通知
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糸魚川市の大規模火災（平成28年）
国土交通省資料より



糸魚川火災（2016．12.22）の状況（１）

火元及び火元近くの状況

2016.12.26 石﨑撮影
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糸魚川火災（2016．12.22）の状況（２） 延焼を免れた事例１

2016.12.26 石﨑撮影

2019.10.20 石﨑撮影
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２．日本建築防災協会の最近の取り組み

（１）被災建築物応急危険度判定への構造モニ
タリングの活用

（２）浸水対策の取り組み
（３）特定建築物定期報告の技術向上
（４）構造基準関係の取り組み
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〇大規模な地震がおきた場合、市町村が主体となり、建築関係団体の協力のもと被災建築物応急
危険度判定士により被災建築物応急危険度判定が実施

〇地震により被災した建築物について、その後の余震等による倒壊の危険性並びに非構造部材を
含めた落下等の危険性をできるだけ速やかに判定し、その危険性を情報提供することにより、被災
後の人命に係る二次的被害を防止することを目的

〇この応急危険度判定を行うことにより、安全性の確認がなされ安全な建物については安心して在
宅避難ができるなど被災地の安心の確保にも寄与

〇被災建築物応急危険度判定は、（一財）日本建築防災協会、全国被災建築物応急危険度判定
協議会が作成した応急危険度判定マニュアルに基づき実施

〇阪神淡路大震災、東日本大震災、熊本地震といった大規模な地震の他、直近では、日本海山形
県沖地震（2019）、福島県沖を震源とする地震（2021） などでも実施、震災後の被災地の安全確保、
居住の安心を図るため一定の効果をあげ、制度としても定着

被災建築物応急危険度判定とは

（１）被災建築物応急危険度判定への構造モニタリングの活用
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被災建築物応急危険度判定の判定シート
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被災建築物応急危険度判定へのSHMシステムの活用検討について

〇被災建築物応急危険度判定には南海トラフや首都直下といった、今後想定される大規模地震を想
定した場合次のような課題がある。

・広域の応急危険度判定を行うためには現行の手法、体制では限界。
・現行の応急危険度判定方法は、１０階超が対象となっていない。
・１０階以下であっても中高層の建築物の判定を行うためには多くの時間を要する。
・高層の建物が多い都市部では自宅避難のため早期の安全確認が要請されるとおそれがある。

〇一方、近年建物の地震による揺れを建物に設置したセンサーでモニタリングすることにより、建物の
健全性を判断する建物健全性判定システム（以下SHMシステム。）が普及開始
（※ SHM ：Structural Health Monitoring）

〇SHMシステムを活用することにより、応急危険度判定の合理化・迅速化を図ることを検討
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〇建物の数か所に加速度計等を設置し、評価装置（コンピューター）と
ケーブル等でつなぐ。

地震を感知すると、評価装置が自動で加速度から建物にかかる力（荷
重）と建物の変形（変位）の大きさを求め、その値を元に建物の構造体の
安全性を判定。

〇具体的なシステムの設置方法や判定方法は、様々な会社がそれぞれ
で開発。

〇近年安価な加速度計等の開発等により普及が開始。

建物健全性判定システム（SHMシステム）のイメージ
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建築研究所におけ
る被災建築物の使
用性の迅速判定シ
ステムの検討

官民研究開発投資拡大プロ
グラム（PRISM）革新的建設・

インフラ維持管理技術／革新
的防災・減災技術領域令和元
年度成果（国総研・建研）より
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〇被災建築物応急危険度判定の合理化として、国
土交通省の補助金を受け、H31/R１年度において、
建防協に「応急危険度判定等に関する建物健全性
モニタリング活用に関する検討委員会」を設置し、既
存の応急危険度判定とSHMの関係の整理等の検討
を実施

〇R2年度は、SHMシステムを用いた応急危険度判
定方法について応急危険度判定協議会の議論を経
て、被災建築物応急危険度判定マニュアルの改訂
等の具体化を実施。

これまでの検討の状況
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２ SHMによる応急危険度判定実施の方法

〇SHMシステムに基づく応急危険度判定手法を被災建築物応急危険度判定マニュ
アルに位置づける。

〇判定マニュアルを踏まえ、日本建築防災協会において、応急危険度判定に活用
できるSHMシステムを評価。（評価は個別の建物単位ではなくシステムの種別単位）

〇SHMシステムでは、応急危険度判定のうち構造躯体（地盤破壊による建築物全体
の沈下、不同沈下による建築物全体の沈下も対象）について、応急危険度判定のA
ランク（＝緑相当、構造体のAとしてKA）か、Aランクとは判定できない（要詳細調査）
と判定。
※判定対象とするのは構造躯体のみであり、非構造や周辺の状況は現地で応急危険度判定士が判定。
※評価は技術的な限界から緑相当であると判断できるか、緑相当と判断できない（要詳細調査）に限定。
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日本建築防災協会による構造モニタリングシステム技術評価の開始（R3.11～）

構造モニタリングシステムに対
する信頼性の確保を行うことに
より、構造モニタリングシステム
の普及を推進するとともに、技
術評価を受けたシステムの活用
を図ることにより、地方公共団
体が行う応急危険度判定の迅
速化・効率化に寄与
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雨水貯留槽が満水となり
電気設備に浸水被害が
発生した事例

建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン（令和２年６月 国土交通省住宅局建築指導課・経済産業省産業保安グループ電力安全課 ）より

２０１９年１０月１２日 令
和元年東日本台風による
川崎市武蔵小杉駅周辺
の内水反乱による高層マ
ンション浸水被害

建築物における電気設備の浸水
対策ガイドライン（R2）

（２）浸水対策の取り組み
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建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン（令和２年６月 国土交通省住宅局建築指導課・経済産業省産業保安グループ電力安全課 ）より
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建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン（令和２年６月 国土交通省住宅局建築指導課・経済産業省産業保安グループ電力安全課 ）より



M9．住宅の洪水時の耐浸水性能に関する検討

① 調査の背景・目的
住宅の計画・設計段階における耐浸水性能を評価する日本 住宅性能表示基準及び評価方法基準の整備に
資する技術的資料をとりまとめることを目的 とする。

③ 事業の全体計画について（参考）
本事業の実施期間は、令和３～５年度の複数年度とする。

② 事業の内容
（イ）過去の洪水等に伴う住宅の浸水被害情報等の収集・整理
（ロ）住宅の耐浸水性能に係る要求水準に関する検討
（ハ）耐浸水性能に係る要求水準の評価手法の検討
（ニ）耐浸水性能の計画・設計段階における水準の検討
（ホ）性能確認試験の実施

47

特定都市河川法に関する構造耐力上安全である建築物に対する要件の検討

浸水被害防止区域における特定建築行為の許可を行う場合における想定構造等に対して安全な構造とし
て定める技術的基準に関する検討



定期調査に従事されている特定建築物調査
員、建築士等を対象に、
・調査事業で得られた事例
・最近の事故事例など
を示しつつ、国土交通省告示に基づく調査
業務に即した実務的かつ具体的な事項を示
したスキルアップテキストを新規に作成

地域法人や建築士事務所協会等と連携して
継続的に講習を実施し、受講者名簿を公開

（３）特定建築物定期報告の技術向上

①継続的な講習の実施
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（2020年）
NEDO事業により、ドローンによる安全な外壁調査を実現するシステムを
開発 ―地上からの赤外線調査と同等の診断性能を確認―

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、一般財団法人日本建築
防災協会、一般社団法人日本建築ドローン協会、国立大学法人神戸大学、日本ア
ビオニクス株式会社、株式会社コンステック

（2017～2018年)
Ｔ３：非接触方式による外壁調査の診断手法及び調査基準に関する検討

②新技術を用いた外壁点検の実現

（2022年）

建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項
目、方法及び結果 の判定基準並びに調査結果表を定める件の一部を
改正する告示

外装仕上げ材等におけるタイル、石貼り等（乾式工法によるものを除
く。）、モルタル等の劣化及び損傷の状況の調査について、無人航空
機による赤外線調査等であって、テ ストハンマーによる打診と同等以
上の精度を有するものによることができることとする。

T3、NEDO事業の成果を活かして
赤外線方式（ドローンを活用する場合を含む。）による外壁調査のガイドラインを策定中
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被災度区分判定 非構造部材の耐震診断
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震災建築物の被災度区
分判定基準および復旧
技術指針

（４）構造基準関係の取り組み

＜別冊資料の主要項目＞
RC造：ピロティ、スリット付壁、非構造壁の被害調査、耐震補
強済み建築物の被災度の分析、耐震診断基準以外の方法（保有
水平耐力、Push-over解析等）による耐震性能残存率の計算法、
判定事例（耐震補強済み1件、基礎の被害事例1件）
S造：新耐震以降の建築物及び耐震補強済み建築物の判定事例（
計7件）、熊本地震の被害調査で実施した計測方法の検証結果
木造：経験最大層間変形角推定指標等の妥当性の検証、地震被
害建物の実際の補修・復旧状況、被災度区分判定事例（住宅5棟
・非住宅2棟）

R3年度最新の知見を踏
まえた別冊資料を作成

既存建築物の非構造部材の耐震診断指針・同
解説（H31作成）
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構造基準の基礎から応用までを学ぶ「2020年版 建築物の構造関係技術基準解説書」講習
「２０２０年版建築物の構造関係技術基準解説書」全体を対象に、建築物の構造関係技術基準を理解するためのプ
レゼンテーション資料を作成し、講習会を実施（R4.3.1～）

セッション 教科名 教科の概要

耐震計算の基本と
鉄筋コンクリート造の

構造設計を学ぶ

教科１ 耐震計算の基本
（耐震計算（一次・二次設計）の基本を学ぶ）

教科２ 地震力と鉄筋コンクリート造の耐震計算
（地震力の算定方法や耐震計算を学ぶ）

教科３ 鉄筋コンクリート造の構造設計における留意点
（技術資料や構造細則を学ぶ）

荷重・外力と
鉄骨造の構造設計を学ぶ

教科４ 荷重・外力に対する性能と構造設計
（積雪など荷重・外力とそれらに対する設計方法を学ぶ）

教科５ 強風に対する構造設計
（風圧力の算定方法や屋根ふき材の計算方法などを学ぶ）

教科６ 鉄骨造の構造設計
（耐震計算や構造細則を学ぶ）

教科７ 鉄骨造の構造設計における留意点
（技術資料を学ぶ）

構造規定のしくみを学ぶ

教科８ 構造規定のしくみ（１）
（構造規定の構成と関連する制度規定を学ぶ）

教科９ 構造規定のしくみ（２）
（特殊な構造方法・材料 と EXP.J・既存建築物・工作物を学ぶ）

木造の構造設計を学ぶ 教科１０ 木造の構造規定
（構造規定と最近導入された構法・材料を学ぶ）

超高層などの構造計算や災
害を防ぐ構造規定を学ぶ

教科１１ 超高層・免震などの構造計算規定と限界耐力計算
（応答と限界状態を確認する「性能設計」の方法を学ぶ）

教科１２ 基礎の設計と災害を防ぐための構造規定
（基礎の構造規定と各種災害に対する設計方法を学ぶ）


